
1/2

資料　４

頁 行

２　本県の産業廃棄物の状況

1 4 11
(社)福島県
産業廃棄物
協会

（１）産業廃棄物の排出量等の状況
　イ）最終処分量の状況
「主にセメントの原料として再利用されている
が、」　→　「主にセメントの原料として再生利用
されているが、」(文言の統一を図られては。廃
棄物は再利用ではなく、再生利用になると考え
られます。)
※事業名にも「産業廃棄物再利用」とされている
ところがあります。

４　産業廃棄物税の今後のあり方について

2 14 6
(社)福島県
産業廃棄物
協会

（３）今後の税制度
　ア）課税方式(納税義務者、課税標準)
「適正な転嫁が行われるよう、引き続き制度の
周知徹底を図る必要がある。」　→　「適正な転
嫁が行われるよう、排出事業者に対し、引き続
き制度の周知徹底を図るとともにその仕組みに
ついて検討する。」(中間処理後の産業廃棄物に
ついては、「中間処理産業廃棄物」とされ、その
処理責任は排出事業者にあるとされています。)

3 14 17
福島県中小
企業団体中
央会

（３）今後の税制度
　ウ）徴収方法
○産業廃棄物抑制推進のための課税方法の再
考
　産業廃棄物税の導入目的として県は、「産業
廃棄物の排出を抑制し、可能な限り再生利用や
減量化を行うことにより、循環型社会の形成を
促進するため」と謳っています。しかし、これまで
の経緯を見れば、集金システムとしての機能は
十分果たしているのでしょうが、産業廃棄物排
出の抑制機能を果たしているとは考えにくいとい
う業界関係者の声も聞こえます。
　現状は図らずも景気停滞により廃棄物の排出
が減少している状況にありますが、環境の悪化
が顕在化する懸念が高い状態にある中、当初
の目的を尚掲げるなら、廃棄物の排出方法を一
考させるため、排出業者に直接課金する等抜本
的に再考する必要があるのではないかとの意見
が関係業界より寄せられています。

4 15 21
(社)福島県
産業廃棄物
協会

（４）税の使途
◇不法投棄の未然防止
　・優良な処理業者の育成　→　◇産業廃棄物
に関する県民理解の促進　　に移す。(不法投棄
を未然防止するために優良な処理業者を育成
するのではなく、産業廃棄物の適正な処理を推
進するうえで、優良処理業者を育成するものと
考えます。)

福島県産業廃棄物税の今後のあり方について(中間とりまとめ)に対する

関係団体からの意見への対応について

番号
該当部

意見概要 対応(案)

原案のとおりとします。

排出事業者に直接税負担を課す「事業者申告納
付方式」(三重県及び滋賀県)は、排出抑制のイン
センティブはかけやすいというメリットはあるもの
の、納税者の数が多くなるため年間搬入量が一
定量に満たない場合は課税しないという免税点
を設定せざるを得なく、税の公平性の点で問題
があります。一方、本県を含め多くの道府県で採
用している「最終処分業者特別徴収方式」は、産
業廃棄物の排出抑制のインセンティブに加え、中
間処理業者による減量化やリサイクルを促すこと
が期待できる仕組みであることから、現行の徴収
方式を継続することが適当であると考えます。

ご意見を踏まえ、「再生利用」とします。
なお、事業名については、今後産業廃棄物税充
当事業を検討する際の参考とさせていただきま
す。

ご意見を踏まえ、「産業廃棄物税相当額の転嫁
が適切に行われるよう、引き続き、排出事業者等
に対し、制度の周知徹底を図る必要がある。」と
します。
なお、今後とも各種広報媒体を活用しながら税制
度の周知に努めます。

団体名

ご意見を踏まえ、「◇産業廃棄物に関する県民
理解の促進」に移すこととします。
なお、優良な処理業者の育成は、「◇産業廃棄
物処理施設の整備促進」の「産業廃棄物処理業
者の情報公開支援」や「処分場への不安感の払
拭」とも関連があることから、税の目的に合致し
た効果的な事業構築を検討してまいります。
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5 15 5
福島県中小
企業団体中
央会

（４）税の使途
○産業廃棄物抑制技術設備の導入促進
　産廃抑制技術開発補助金を活用して開発した
技術や設備を導入しようとする事業者に対して
支援充実や助成金交付により制度拡充の要望
が寄せられています。
　このような支援を講ずることにより、技術・設備
を開発した事業者の企業化促進、創業支援と廃
棄物の排出抑制促進の効果を期待することが
できます。

照会先は以下のとおり

① (社)福島県産業廃棄物協会

② 福島県中小企業団体中央会

③ 福島県商工会議所連合会

④ 福島県商工会連合会

⑤ 福島県再生資源商工組合

⑥ (社)福島県建設産業団体連合会

⑦ 福島県建設業協会

⑧ 福島県農業協同組合中央会

⑨ 福島県森林組合連合会

⑩ 福島県漁業協同組合連合会

今後、産業廃棄物税充当事業を検討する際の参
考とさせていただきます。
なお、福島県環境創造資金融資制度において、
産業廃棄物処理施設も対象としております(産業
廃棄物処理業を営む者の場合、既存の施設等
の改善経費が対象となります。)。
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